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業 務 委 託 契 約 書（案） 

 

業務委託名 津山圏域クリーンセンター施設建設運営事業 監理・事後評価等業務委託 

委 託 場 所 津山市 領家ほか 地内  

履 行 期 間 
着 手 平成      年      月      日 

完 成 平成      年      月      日 

委 託 金 額 

                             円 

 (うち取引に係る消費税及び地方消費税の額             円)     

  

頭書業務の委託について、次の条項により委託契約を締結する。 

（総  則） 

第１条 発注者及び受注者は、この約款、別冊「仕様書」（以下「仕様書」という。）、津山圏域資源循環施設組

合契約規則（平成 21 年津山圏域資源循環施設組合規則第 21 号）及び関係法令に基づき、この契約を履行し

なければならない。 

２ 受注者は、契約書記載の業務（以下「業務」という。）を履行期間（以下「履行期間」という。）内に完了

し、契約の目的物（以下「成果品」という。）を発注者に引き渡すものとし、発注者はその業務委託料を支払

うものとする。 

３ 発注者は、その意図する成果物を完成させるため、業務に関する指示を受注者に対して行うことができる。

この場合において、受注者は、当該指示に従い業務を行わなければならない。 

４ この約款及び仕様書に明記されていない仕様があるときは、発注者と受注者が協議して定める。 

(契約の保証） 

第２条 受注者は、業務委託料が 200 万円以上の場合においては、契約の締結と同時に、次の各号のいずれか

の保証を付さなければならない。ただし、第 5 号の場合においては、履行保証保険契約の締結後、直ちにそ

の保険証券を発注者に寄託しなければならない。  

(1) 契約保証金の納付 

(2) 契約保証金に代わる担保となる有価証券等の提供 

(3) この契約による債務の不履行により生ずる損害金の支払を保証する銀行又は発注者が確実と認める金融

機関等の保証 

(4) この契約による債務の履行を保証する公共工事履行保証証券による保証 

(5) この契約による債務の不履行により生ずる損害をてん補する履行保証保険契約の締結 

(6) 契約保証人による保証 

２ 第 1 項の第 6 号を除く各号の保証に係る契約保証金の額、保証金額又は保険金額 (第 5 項において｢保証

の額｣という。) は、業務委託料の 10分の 1以上としなければならない。 

３ 第 1 項の規定により、受注者が同項第 2 号又は第 3 号に掲げる保証を付したときは、当該保証は契約保証

金に代わる担保の提供として行われたものとし、同項第 4 号、第 5 号又は第 6 号に掲げる保証を付したとき

は、契約保証金の納付を免除する。 

４ 第 1 項の第 6 号を除く各号に揚げる保証を付した場合であって、業務委託料の変更があった場合には、保

証の額が変更後の業務委託料の 10 分の 1 に達するまで、発注者は、保証の額の増額を請求することができ、

受注者は、保証の額の減額を請求することができる。ただし、既納の契約保証金に対応する業務委託料（以
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下この項において｢保証契約金額｣という。) と当該増減後の業務委託料との差額が保証契約金額の 3割以内

である場合は、この限りでない。 

（権利義務の譲渡等） 

第３条 受注者は、この契約によって生じる権利又は義務を第三者に譲渡し、又は承継してはならない。ただ

し、書面により発注者の承認を得たときは、この限りでない。 

２ 発注者は、この契約の成果品を自由に使用し、又はこれを使用するに当たり、その内容を変更することが

できる。 

（著作権の譲渡等） 

第４条 受注者は、当該業務において作成した全ての成果品、又は成果品を利用して完成した建築物及び工作

物（以下「本件建築物等」という。）が著作権法（昭和 45年法律第 48号）第 2条第 1項第 1号に規定する著

作物（以下「著作物」という。）に該当する場合、当該著作物に係る著作権法第 21条から第 28条までに規定

する権利（以下「著作権」という。）は、当該成果品の引渡しと同時に発注者に無償で譲渡されるものとする。

ただし、発注者は、受注者に対し、成果品を複製し、又は翻案することを許諾するものとする。 

２ 発注者は、受注者が成果品の作成に当って開発したプログラム（著作権法第１０条第１項第９号に該当す

るプログラムの著作物をいう。）及びデータベース（著作権法第１２条の２に該当するデータベースの著作物

をいう。）について、受注者が承諾した場合には、別に定めるところにより、当該プログラム及びデータベー

スを利用することができる。 

（成果品の使用承認） 

第５条 受注者は、前条第 1 項のただし書の場合を除き、成果品を使用するときは、予め発注者の承認を受け

なければならない。 

２ 発注者は、前項の承認について、受注者から使用料を徴収することができる。 

（著作人格権の制限） 

第６条 受注者は、発注者に対し、次の各号に掲げる行為をすることを許諾する。この場合において、受注者

は著作権法第 19条第 1項又は第 20条第 1項に規定する権利を行使してはならない。 

① 成果品又は本件建築物等の内容を公表すること。 

② 本件建築物等の完成、増築等、修繕、維持管理、運営、広報等のために必要な範囲で、成果品を発注者

が自ら複製し、若しくは翻案、変形、改変その他の修正をすること、又は発注者の委託した第三者に複製

させ、若しくは翻案、変形、改変その他の修正をさせること。 

③ 本件建築物等を写真、模型、絵画その他の媒体により表現すること。 

④ 本件建築物等を増改築、修繕、改変又は取壊すこと。 

２ 受注者は、次の各号に掲げる行為をしてはならない。ただし、あらかじめ、発注者の承諾又は合意を得た

場合は、この限りではない。 

① 成果品又は本件建築物等の内容を公表すること。 

② 本件建築物に受注者の実名又は変名を表示すること。 

３ 発注者が著作権を行使する場合において、受注者は著作権法第 19 条第 1 項又は第 20 条第 1 項に規定する

権利を行使してはならない。 

（著作権の侵害の防止） 

第７条 受注者は、その作成する成果品が、第三者の有する著作権等を侵害するものでないことを、発注者に

対して保証するものとする。 

２ 受注者は、前項の規定に違反したため第三者に対して損害の賠償を行い、又は必要な措置を講じなければ

ならないときは、受注者がその賠償額を負担し、又は必要な措置を講ずるものとする。 

（特許権等の使用） 

第８条  受注者は、特許権、実用新案権、意匠権、商標権その他の日本国の法令に基づき保護される第三者

の権利（以下「特許権等」という。）の対象となっている履行方法を使用するときは、その使用に関する一切

の責任を負わなければならない。ただし、発注者がその履行方法を指定した場合において、仕様書に特許権

等の対象である旨の明示がなく、かつ、受注者がその存在を知らなかったときは、発注者は、受注者がその

使用に関して要した費用を負担しなければならない。 
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（一括再委託等の禁止） 

第９条 受注者は、業務の全部を一括して、又は発注者が仕様書において指定した主たる部分を第三者に委任

し、又は請負わせてはならない。 

２ 受注者は、前項の主たる部分のほか、発注者が設計図書において指定した部分を第三者に委任し、又は請

け負わせてはならない。 

（業務の調査等） 

第 10条 発注者は、必要と認めるときは、受注者に対して業務の処理状況を調査し、又は報告を求めることが

できる。 

（業務内容の変更等） 

第 11条 発注者は、必要がある場合には、業務の内容を変更し、又は業務を一時中止することができる。この

場合において、業務委託料又は履行期間を変更する必要があるときは、発注者と受注者が協議して書面によ

りこれを定める。 

２ 前項の場合において､受注者が損害を受けたときは、発注者はその損害を賠償しなければならない。賠償額

は､発注者と受注者が協議し定める。 

（履行期間の延長） 

第 12条 受注者は、その責めに帰することができない事由により、履行期間内に業務を完了することができな

いことが明らかとなったときは、発注者に対して遅滞なく、その理由を付して履行期間の延長を求めること

ができる。この場合の延長日数は、発注者と受注者が協議して定める。 

（損害のため必要を生じた経費の負担） 

第 13 条 業務の処理に関し発生した損害（第三者に及ぼした損害を含む。）のために必要を生じた経費は、受

注者が負担するものとする。ただし、その損害が発注者の責めに帰する事由による場合においては、その損

害のために必要を生じた経費は、発注者が負担するもとし、その額は、発注者と受注者が協議して定める。 

（履行遅滞の場合における損害金等） 

第 14条 受注者の責めに帰する事由により、履行期間内に業務を完了することができない場合において、発注

者の認める期間内に完了する見込みがあるときは、発注者は、遅延料を徴収して履行期間を延長することが

できる。 

２ 前項の遅延料は、延長日数１日につき業務委託料の 1,000分の 2以内の額とする。 

（前払金） 

第 15条 受注者は、当該業務について、発注者に前払金を請求することはできない。 

（部分払） 

第 16条 受注者は、業務の完了前に、業務の出来形部分に相応する業務委託料の 10分の 10以内の額について、

第 3 項以下に定めるところにより部分払いを請求することができる。ただし、各年度の支払額は、支払予定

表（以下「別表」という。）が添付されている場合にあっては、別表の金額を限度とし、支払い回数は各年度

1回、支払時期は各年度末とする。 

２ 発注者は、前項の支払限度額を受注者に通知することにより、変更することができる。 

３ 受注者は、部分払を請求しようとするときは、あらかじめ当該請求に係る業務委託料の出来形部分の検査

を書面により発注者に求めなければならない。この場合において、発注者は、遅滞なくその確認をするため

の検査を行なわなければならない。 

４ 受注者は、第 3 項の規程による検査があったときは、書面により部分払を請求することができる。この場

合においては、発注者は、当該請求のあった日から起算して 30日以内に部分払金を支払わなければならない。 

５ 前項の規程により部分払金の支払いがあった後、再度部分払の請求をする場合においては、第 1 項中「業

務委託料」を「業務委託料から既に部分払の対象となった業務委託料を控除した額」と読み替えるものとす

る。 

（検査及び引き渡し） 

第 17条 受注者は、業務を完了したときは、遅滞なく、発注者に対して完了届を提出しなければならない。 

２ 発注者は、前項の完了届を受理したときは、その日から 10日以内に成果品等についての検査を行わなけれ

ばならない。 
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３ 前項の検査の結果不合格となり、手直し又は成果品について補正を命ぜられたときは、受注者は、遅滞な

く当該手直し又は補正を行ない、発注者に手直し完了届を提出し再検査を受けなければならない。この場合、

再検査の期日については前項を準用する。 

４ 受注者は、検査に合格したときは、遅滞なく、当該成果品を発注者に引き渡すものとする。 

（業務委託料の支払い） 

第 18条 受注者は、前条の規定による検査に合格したときは、発注者に対して、業務委託料の支払いを請求す

るものとする。 

２ 発注者は、前項の支払い請求があったときは、その日から 30日以内に支払わなければならない。 

（秘密の保持） 

第 19条 受注者は、業務の処理上知り得た秘密を他人に漏らしてはならない。 

２ 受注者は、成果品（設計業務等の履行過程において得られた記録等を含む。）を他人に閲覧させ、複写させ、

又は譲渡してはならない。ただし、発注者の承認を得たときは、この限りでない。 

（解除権の行使事由） 

第 20条 発注者は、受注者が次の各号のいずれかに該当するときは、この契約を解除することができる。 

 (1) 正当な理由なく、業務に着手すべき期日を過ぎても業務に着手しないとき。 

 (2) その責めに帰すべき事由により、履行期間内に業務が完了しないと明らかに認められるとき。 

 (3) 前 2 号に掲げる場合のほか、この契約に違反し、その違反によりこの契約の目的を達成することができ

ないと認められるとき。 

 (4) 第 3項の規定によらないでこの契約の解除を申し出たとき。 

 (5) 受注者（受注者が設計共同体等であるときは、その構成員のいずれかの者。以下この号において同じ。）

が次のいずれかに該当するとき。 

イ 役員等（受注者が個人である場合にはその者を、受注者が法人である場合にはその役員又はその支店

若しくは常時建設コンサルタント業務等の契約を締結する事務所の代表者をいう。以下この号において

同じ。）が暴力団員等（岡山県暴力団排除条例（平成 22年岡山県条例第 57号。以下「県条例」という。）

第 2条第 3号に規定する暴力団員等をいう。以下この号において同じ。）であると認められるとき。 

ロ 暴力団（県条例第 2条第 1号に規定する暴力団をいう。以下この号において同じ。）又は暴力団員等が

経営に実質的に関与していると認められるとき。 

ハ 役員等が自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的、又は第三者に損害を加える目的をもっ

て、暴力団又は暴力団員等を利用するなどしたと認められるとき。 

ニ 役員等が、暴力団又は暴力団員（県条例第 2 条第 2 号に規定する暴力団員をいう。以下この号におい

て同じ。）に対して資金等を供給し、又は便宜を供与するなど直接的あるいは積極的に暴力団の維持、運

営に協力し、若しくは関与していると認められるとき。 

ホ 役員等が暴力団又は暴力団員等と社会的に非難されるべき関係を有していると認められるとき。 

ヘ 暴力団員であることを知りながら、その者を雇用・使用しているとき。 

ト 暴力団員を雇用・使用していた場合（ヘに該当する場合を除く。）に、発注者が受注者に対して当該被

雇用（使用）者の解雇を求め、受注者がこれに従わなかったとき。 

チ 再委託契約その他の契約に当たり、その相手方がイからヘまでのいずれかに該当することを知りなが

ら、当該者と契約を締結したと認められるとき。 

リ 受注者が、イからヘまでのいずれかに該当するものを再委託契約その他の契約の相手方としていた場

合（チに該当する場合を除く。）に、発注者が受注者に対して当該契約の解除を求め、受注者がこれに従

わなかったとき。 

２ 前項に規定する場合のほか、発注者は、業務が完了するまでの間、必要があるときは、この契約を解除す

ることができる。 

３ 受注者は、次の各号のいずれかに該当するときは、この契約を解除することができる。 

 (1) 第 11条の規定により業務内容を変更したため、業務委託料が 3分の 2以上減少したとき。 

(2) 第 11 条の規定による業務の一時中止期間が履行期間の 3 分の 2（履行期間の 10 分の 5 が 6 月を超える

ときは、6 月）を超えたとき。ただし、中止が業務の一部のみの場合は、その一部を除いた他の部分の業



5 

務が完了した後 3月を経過しても、なおその中止が解除されないとき。 

(3) 発注者がこの契約に違反し、その違反によってこの契約の履行が不可能となったとき。 

（解除の効果） 

第 21条 前条の規定によりこの契約が解除された場合には、第 1条に規定する発注者及び受注者の義務は消滅

する。 

２ 発注者は、前項の規定にかかわらず、前条の規定によりこの契約が解除された場合において、既履行部分

の引渡しを受ける必要があると認めたときは、既履行部分を検査の上、当該検査に合格した部分の引渡しを

受けることができる。この場合において、発注者は、当該引渡しを受けた既履行部分に相応する委託料（以

下この条及び次条において「既履行部分委託料」という。）を受注者に支払わなければならない。 

３ 前項の既履行部分委託料は、発注者と受注者とが協議して定める。ただし、協議開始の日から 14日以内に

協議が整わない場合には、発注者が定め、受注者に通知する。 

４ 前条第 1項の規定によりこの契約が解除された場合において、受注者は、業務委託料の 10分の 1に相応す

る額を違約金として発注者の指定する期限までに支払わなければならない。 

５ 前条第 1 項第 1 号から第 5 号までの規定により、この契約が解除された場合において、第 2 条第 1 項第 1

号から第 5 号に定める契約保証金の納付又はこれに代わる担保の提供が行われているときは、発注者は、当

該契約保証金又は担保をもって前項の違約金に充当することができる。 

６ 発注者は、前条第 2 項又は第 3 項の規定によりこの契約が解除された場合において、これにより受注者に

損害を及ぼしたときは、その損害を賠償しなければならない。この場合における賠償額は、発注者と受注者

が協議して定める。 

（解除に伴う措置） 

第 22 条 受注者は、第 20 条の規定によりこの契約が解除された場合において、貸与品等があるときは、当該

貸与品等を発注者に返還しなければならない。この場合において、当該貸与品等が受注者の故意又は過失に

より滅失又はき損したときは、代品を納め、若しくは原状に復して返還し、又は返還に代えてその損害を賠

償しなければならない。 

２ 前項に規定する措置の期限、方法等については、この契約の解除が第 20条第 1項によるときは発注者が定

め、同条第 2項又は第 3項の規定によるときは受注者が発注者の意見を聴いて定めるものとする。 

（契約外の事項） 

第 23条 この契約に定めのない事項又はこの契約について疑義が生じた事項については、必要に応じて発注者

と受注者が協議して定めるものとする。 

 

 本契約の証として本書 2通を作成し、発注者と受注者が双方記名押印のうえ各自 1通を保有する。 
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  平成     年    月    日 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

発 注 者 岡山県津山市中北下１３００番地  

津山圏域資源循環施設組合  

管理者 宮 地 昭 範 
□印  

受 注 者 住 所   

  氏 名  ㊞ 

保 証 人 住 所   

 氏 名  ㊞ 

保 証 人 住 所   

 氏 名  ㊞ 
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（別表） 

支 払 予 定 表 
 

 

１．履行期間における年度別支払限度額は、次のとおりとする 

 

年 度 
年度別支払限度額 

（消費税含む） 
備  考 

平成２４ 年度  円  

平成２５ 年度  円  

平成２６ 年度  円  

平成２７ 年度  円  

平成２８ 年度  円  

平成２９ 年度  円  

平成３０ 年度  円  

合 計 
 円 

 

（内消費税及び地方消費税の額 円） 

 

 

２．発注者は、予算の都合等、必要がある場合は、支払限度額を変更できるものとする。 

 

 

３．発注者が支払限度額を変更する場合は、受注者に通知する。 


